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国際課税と南北問題序説(2)
-1988年国連報告書を中心にー~
川端康之
I 途上国における多国籍企業課税の構造的調整
1 源泉課税
ここで扱う問題とは，途上国において企業活動を行う多国籍企業に対する
源泉課税である。以下の検討においては，かかる企業課税についてのホスト
国政府の関心は外国からの投資の流入とそのような投資を受け入れることに
よって最終的に実現する税収にある，即ち，ホスト国政府は外国からの投資
を阻害しない範囲で源泉課税を行うことに関心がある，ということを前提と
する38)。
ここでの検討に際してまず認識されるべきことは，途上国に所在する多国
38) Supra note 6, at 43. なお， マスク レイブは， 途上国対先進国の問題を資本輸
入国対資本輸出国の問題として把握し，資本輸入国の共通税率表を提唱している。
R. A. Musgrave and P. B. Musgrave, Inter-nation Equity 74, in MODERN 
FISCAL ISSUES: ESSAYS IN HONOR OF CARL s. SHOUP (Ed., Bird & Head, 1972). 
川端康之他訳「国家間の衡平」法学ジャーナル51号26頁， 37頁 (1988)。P.B. 
Musgrave, International Tax Differentials for Multinational Corporations: 
Equity and Efliciecy Considerations, in The Impact of Multinational Corp-
orations on Development and on International Relations-Technical Papers: 
Taxation (Dep. Econ. and Social Affairs, U. N., 1974). 本浪章市他訳・多国籍
企業と課税問題，前掲注1)65頁。マグレイブの所論については，村井正「国際租
税法の課題と展望」ジュリスト1000号104頁(1992),村井正編・国際租税法の研究，
前掲注4)1 -10頁。
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籍企業に対する課税は途上国の税制だけで決定される問題ではない，という
ことである。即ち，途上国の税制以外にも，本国の税制や本国と当該途上国
の締結する租税条約が当該企業の税負担決定要因として機能しているのであ
る。従って，途上国の税制の変化が当該企業の税負担に直接影響を与えない
場合もある。
このような現象の例としては，例えば，途上国の国内租税立法上は，債務
者が当該途上国の居住者である場合には，当該居住者から外国の債権者に対
して支払われる利子に対して粗源泉徴収税が課されることが一般にみられる
が，当該途上国が締結する二国間租税条約においては，かかる粗源泉徴拡税
の税率が大幅に軽減されている場合がある39)。また，途上国の経済的地位を
反映して，途上国が外国銀行との間で利子の減免措置を講じている場合もあ
る。従って，外国に対する利払いについて源泉徴収という徴収方法が利用さ
れる場合においても，現実には全く税負担が為されていないか，極めて低い
税率が適用されるに止まるのである。更に，利子源泉徴収が行われる場合に
おいても，上例の銀行が本国において充分外国税額控除を行えないために，
途上国企業に対して新たな融資を停止したり，債務者が当該源泉税を負担す
る場合もある。
途上国における源泉課税はこのような問題点を内包しているのではある
が， 1960年代以降途上国の対多国籍企業税制は顕著な展開をみた。 1960年代
当時，途上国が締結する租税条約は源泉地課税を制限し，また二重課税排除
措置としての外国税額控除も充分機能しているわけではなかった。その結
果，途上国は源泉課税を行えない場合もあり，自国税制と二重課税排除措置
の間の協調が欠けていたが故に，歳入損を被る途上国も存した40)。1980年代
39)我が国が締結する大半の租税条約においては，利子源泉徴収税率はほぼ10彩前後
に制限されており，また，合衆国が締結する租税条約においても，対英国条約，対
スイス条約，対フランス条約等を除けば，同じく 10~50彩に制限されている。
40) C. R. Irish, International Double Taxation Agreements and Income Taxation 
at Source, 23 INT'L AND COMP. L. Q. 292 (1974). 
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中盤に至ると， UN グループの作業の影響のもと， 途上国の締結する租税
条約は源泉課税の対象を拡げ，源泉地において免税措置がとられることは希
となった。更に，途上国の租税行政の質的向上により多国籍企業の本国での
救済規定と途上国国内租税法の連携が向上し，途上国が自国税収を不必要に
喪失することも少なくなったのである。
この当時の変化は，普遍性の低い所得類型に対しても源泉課税を及ばすこ
とや，本国における救済規定と源泉地国の規定との調整，源泉課税の課税方
法の改善などが挙げられる。同報告書は続いて，①国際船舶航空運輸所得，
②輸出取引，更に，⑧キャビタル・ゲイン，④利子，配当，賃料，ロイヤリ
ティ等に対する源泉徴収税及び，⑥外国人所有にかかる不動産の賃貸から生
じる賃料について述べているが41l, ここでは④の利子その他に対する源泉徴
収税についてみることにする。
利子等に対する泉源徴収税
(1) 現行制度の問題点 途上国は，当該国がタックス・ヘイプンでない限
り，外国に対する配当，利子，賃料，ロイヤリティ等の受働的所得の送金に
対して源泉徴収税を課している。その場合の税率は所得の種類に応じて10彩
から30彩程度で，在外不動産等の売却・交換から生じるキャビタル・ゲイン
に対しては源泉徴収税が課されない場合もある。既存の源泉徴収税の効果
は，次の如くである。まず，源泉徴収という課税方法は外国に対して支払わ
れる所得から歳入を確保する方法として行政上効果的な方法である。源泉徴
収税率の設定に際しては，粗送金額の稼得のために生じた費用を考慮に入
れ，粗額に対する税率は，当該費用が控除可能であるとした場合に通常適用
される所得税を反映するものとされている。更に，源泉徴収税率が外国税額
控除による救済を上回る税率である場合には，外国資本の導入に対する障害
となる。そのような影響のもと，途上国のなかには，多国籍企業に対して投
資条件としての財政的譲歩 (fiscalconcessions)の理由を与えない方法と
41) Supra note 6, at 45-58. 
22(22) 第 37巻第 1 号
して源泉徴収率の緩和を認識する国も存するのである。高い源泉徴収税率を
設定することのいま一つの消極的影響として，多国籍企業が課税の対象とな
る送金以外の方法で資金を途上国から持ち出そうとするという点がある。そ
の一つの方法は移転価格を操作することであり，それによって低税率管轄権
に利益を移転することが可能になる。一方，源泉徴収税率を外国税額控除の
範囲未満で定める途上国も存する。その場合には，歳入損というのがその影
響であるといえる。また，送金額の大部分が本国において課税されてしまう
が故に，当該歳入損は結局本国税収に貢献しているのである。現在途上国に
対して投資を行っているのは，例えば合衆国，英国， ドイツ，オランダ，ヵ
ナダといった先進国の企業であるが，これらの国は全て，例えば外国税額控
除や外国所得免除方式といったように，外国で支払った租税について何等か
の救済措置を設けている。結局， 本国への送金額の増加に応じて， 途上国
は，それら先進国企業にとって負担とならない限りにおいて源泉徴収税を課
すことができるべきだ，と同報告書は主張している42)。また，低い源泉徴
収率によって生じる弊害には，それによって多国籍企業にはホスト国に利益
を留保する理由がなくなるという点もある。本国においても当該利益が免税
にされている場合には，ホスト国に当該利益を留保することについて租税上
得る便益は存しない。ブラジル等の国が外国送金に対して広範な源泉徴収税
を課す理由はこれにある。また送金を課税上どのような性質の取引とするの
かについて納税者と政府の双方が困難な問題に直面することにもなろう。
(2) 近時の傾向 上述のような問題から，現在，途上国は自国源泉徴収税
率を15~25%の間で設定する傾向になっている。源泉徴収税率を複数化する
ことによって行政的に執行が複雑になるという問題のために，所得の種類の
如何を問わず税率を一本化することのメリットが認識されつつある。しか
し，多国籍企業の，直接投資にかかる配当や外国商業銀行に対する利払いに
15~25%で源泉徴収税が課されるという点に対する強い批判もまた途上国は
認識している。これらの送金についてはそのその特殊性により，より低い税
42) Id. at 54. 
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率を主張しているのである43)0 
(a) 配当 (i) 受働的外国投資家に対して支払われる配当（ポートフォリ
オ配当）は15~25彩の源泉徴収税の対象となるのが通例である 44)。この場
合，当該受働的投資家は配当を稼得するためには比較的安価な費用を必要と
するに過ぎず，また源泉地国での配当源泉徴収税は先進国においては直接外
国税額控除の対象とされるが，間接税額控除の適用を受けない場合には，途
上国における投資が稼得した利益全体に税額控除が及んでいるわけではな
い。
(ii) このようなポートフォリオ配当と直接投資にかかる配当を区分する
とした場合，後者は，前者に対するよりも低い源泉徴収税率で課税されるの
が一般である。その理由は，直接投資にかかる配当は直接税額控除と間接税
額控除の双方の適用を受けるために，外国税額控除全体の控除額が本国での
税負担に比較して過大にならないようにするということである。しかし直接
投資にかかる配当に対して源泉徴収税を課税する限りいくばくかは行き過ぎ
た税額控除となることは避けられない。
(ii) タックス・ホリデーの間に稼得した利益から支出される配当につい
ては，源泉徴収税率を軽減する根拠は妥当しない。配当の原資がホスト国で
法人税の課税対象とはされないが故に，配当は，間接税額控除対象額を生じ
ない。従って，この場合の配当はポートフォリオ投資の場合の配当と同じで，
それと同じ税率で課税されることになるのである。しかし，多くの途上国に
おいては，親会社の本国で配当が全額課税の対象とされかつ当該国において
43) Id. 
44) OECDモデル租税条約においては， 25%以上の出資比率を構成する親子会社間
での配当には5%以下，それ以外の一般の配当には， 15彩以下の税率を掲げている
(10条2項 a号及び同 b号）。また， UNモデル租税条約は，親子会社とそれ以
外を区分するものの，税率自体は定められていない。更に，我が国が締結している
租税条約においては，一定の出資比率と保有期間を基準に親子会社間配当とそれ以
外の配当を区分し，親子会社間配当の場合には10彩以下，それ以外には15彩以下程
度の税率を課している。
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外国税額控除の適格を有する場合においてもクックス・ホリデー期間中の利
益から支払われた配当を免税するということが行われている。この場合に
は，ホスト国の歳入を減少させ，本国の歳入を増加させるというのが当該配
当免税の効果である。タックス・ホリデー期間中の利益を原資とする配当が
本国において免税とされ又は「免除外国税額控除」の対象とされた場合には．
本国における配当免税によって便益を享受するのは配当受領者自身であって
その居住地国の国庫ではない。その場合においても，本国とホスト国の税制
の両者の観点からはホスト国での利益留保と本国への利益送金との間では中
立的である。この中立性を回避し利益送金に対して阻害的効果を与えるため
に，途上国のなかには，タックス・ホリデー期間中の利益を原資として送金
された配当が本国において免税され又は免除外国税額控除の対象となる場合
においても，当該配当に対して課税するという政策を採ってきた。その例と
して，プエルト・リコがある。
(iv) 支店利益については，近時の傾向は，配当源泉徴収税に等しい付加
税を課税しようというものである。かかる付加税の目的は直接投資にかかる
配当の場合と同じであるのが一般的である45)。
(b) 利子途上国の多くが外国債権者に対して支払われた利子に対して10
~25%の粗源泉徴収税を課税している。外国銀行の利子源泉課税反対論に押
されて途上国は，源泉徴収税率を軽減する傾向にあり，また，若干の途上国
は，通常の粗源泉徴収税に代えて通常の法人税の課税を受ける選択肢を外国
銀行に対して認めている。外国銀行に対して利子源泉徴収税率を軽減するこ
との根拠が如何なるものであれ，債務者の国外関連者に対して支払われた利
子に対する源泉徴収税率はロイヤリティ，賃料，技術援助料等に対する源泉
徴収税率と等しくすべきである46)。
45) Supra note 6, at 54-56. 
46) Id. at 56. 
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2 タックス・ヘイプン問題
途上国は自国の経済開発手段として自国をタックス・ヘイブン化し，名目
的であれ先進国の多国籍企業からの投資を誘因しようとしている。以下で
は，途上国がこのような地位を選択することによる費用・便益について検討
する47)。
A タックス・ヘイプンとしての地位から生じる便益
1 歳入と外国為替 タックス・ヘイプンとしての地位を有することによ
る第一の便益は，いうまでもなく歳入増である。タックス・ヘイプンは自国
が多国籍企業に対して供与する公共サービスの対価を様々な形態の租税や手
数料という形態で徴収する。例えば，オランダ領アンティールは1979年現在，
タックス・ヘイブンでの活動から直接税収を4,400万ドル獲得し，それは政府
の全歳入の30%にも達していたといわれている。同様の現象は英国領バージ
ン諸島やバハマについても妥当し，当該国の政府歳入のかなりの部分がこの
ようなタックス・ヘイブンに進出した企業の税収・手数料によって占められ
ているのである。また，そのような税収は，タックス・ヘイプン国が輸入し
た資本財や消費財の代金決済に利用されるという点においても重要である。
2 雇用 更にタックス・ヘイプン国に多国籍企業が進出することによっ
て雇用の機会が創出されるともいい得る。しかし，タックス・ヘイプンに進
出した企業は導管として利用されることが一般で，従って，当該国において
は何等意義ある事業が行われていないこともある。例えば， 1977年現在，バ
ハマでは 276の金融機関が営業認可を得ているが，そのうち55が現地職員を
雇用しているに過ぎない。しかし，バハマの金融部門全体でみると，約2,000
人の従業員が雇用されており，それは雇用労働力全体の 3%に達し，そのう
ち90%はバハマ人である。このことによって，金融部門は旅行業部門と政府
に次いで第三位の雇用集団となっているのである。オランダ領アイティール
の状況もこれとほぽ同様で，合衆国が租税条約において対抗措置を講じるま
47) Id. at 59-66, 
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では，オフショア部門は約1,000人の人員を雇用し，それは労働力の1.3彩に
当たる。このようにタックス・ヘイプンとなることで雇用の機会が創出され
るのではあるが，その相対的意義は低く，特にバハマやオランダ領アンティ
ールの如き失業率の極めて高い地域においては，更に雇用の機会が創出され
るべきである，と同報告書は述べている48)0 
3 旅行・観光業 タックス・ヘイプンでの活動によって，タックス・ヘ
イプン国内の旅行・観光者数が増加することはいうまでもない。有利な財政
上・政府規制上の制度に加えて良好な気候環境が，タックス・ヘイプンでの
国際会議の開催に有利に働いており，また，企業家も，このような土地での
事業を休暇と結び付けて実行する傾向にある。例えば，バハマにおいては，
1977年には，クックス・ヘイプンでの事業に関与する銀行・信託会社との会
議のために， 4,600人余りの人々が訪問しているのである。 また，優れた通
信環境や宿泊施設を備えていることもこういった旅行者等を増加させる一助
となっている。このようなことはタックス・ヘイプンにおける建物等の建設
にも貢献している。確かに，タックス・ヘイプンに進出する企業の多くは，
自社のクックス・ヘイプン支店・子会社を導管として利用し，弁護士や公認
会計士等の現地代理人の事務所に郵便箱だけを掲げる所謂「メイル・ボック
ス」会社ではあるが，それでもなお，バハマ，パナマやバーレーン等におけ
る建設ラッシュは，タックス・ヘイプンの地位が建物建設に対しても好影響
を与えているということを示しているのである。但し，建設資材や建設作業
員が外国から運ばれてくる場合も存するが故に，建設工事の増加が地域経済
に対していくばくの貢献を与えているかという点は，厳密にいえば，必ずし
も明確ではない。
4 通信・宿泊施設 タックス・ヘイプンとしての地位は，しばしば通信
施設や宿泊施設等の改善に有利に働く場合がある。しかし，これらの改善が
自国住民にどれだけ便益を与えているかは，必ずしも明確ではない。タック
ス・ヘイプンの住民のかなりの部分が，このような通信・宿泊施設の改善と
48) Id. at 60. 
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は無縁の，最低限の所得と貧しい住居で生活してきたのである。より根本的
な問題は，通信・宿泊施設の改善は，限界便益として理解されるべきか或い
はタックス・ヘイプンでの活動を誘因する費用として理解されるべきかとい
うことである。
5 国際資本市場へのアクセス タックス・ヘイプンでの企業活動が存在
するということはタックス・ヘイプン国における事業計画に資本を供給し得
るか否かという点について有利な影響を与えている。タックス・ヘイプンで
活動する銀行の多くはオフショア事業だけに専念しており，タックス・ヘイ
プン国内での活動の認可を得ていない。しかし，クックス・ヘイプンは，当
該国内にオフショア事業が存在するということによって他の銀行が自国に進
出する可能性があるということを認識しており，それによって，自国政府や
民間部門の新たな事業計画に資金を調達することがより容易となっているの
である。
B タックス・ヘイプンとしての地位から生じる費用
クックス・ヘイプン国はそのタックス・ヘイプンとして地位から便益を獲
得していることは明らかなように思われるが，一方，当該便益は，当該地位
から生じる費用と対照されなければならない。この費用は直接確認可能なも
のではないが確かに存在し，タックス・ヘイプンの事業に依存する割合の高
い国ほど大きいと思われる。経済発展の程度の低いタックス・ヘイプンでは
自国の財政収入や外国為替，雇用機会の多くを自国のタックス・ヘイプンと
して地位に依存しているが，タックス・ヘイプンとしての地位による短期的
機会費用はほぽゼロに近く，その理由は，タックス・ヘイプンの活動が，未
開発労働力に依存し，そうでなければ生み出されなかったであろう外国為替
や政府収入を生み出しているということである。事実，所得税を課さないと
か為替管理を行わないとする当初の政策は，現金所得の不足や外国為替取引
が存在しないということによるものであって，意識的にタックス・ヘイプン
としての地位を獲得しようというものではなかった。これらの国は，クック
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ス・ヘイプンとしての地位から生じる便益は費用を勘案してもメリットを生
み出しており，経済的にも，政治的にも，クックス・ヘイプンとしての地位
を継続することが妥当である，と考えているのである。しかし，機会費用が
ゼロとなることはさほど現実的ではない。何故なら，このような費用は，タ
ックス・ヘイプン国の政府が政治的・経済的又は社会的問題に対応する選択
肢を限定するからである49)。
1 選択肢の制限とタックス・ヘイプンとしての地位への依存 タックス
・ヘイプン国にとって特に意義あるタックス・ヘイプンでの事業活動には四
つの特徴がある50)。まず第一に，タックス・ヘイプンでの事業活動がタック
ス・ヘイプン自体と形式的な結びつきしか有さない場合がある。実質的経済
活動は場所の如何を問わず存在し得る。その結果，特定のタックス・ヘイプ
ン国での或いはそれを通じた取引は，企業内外の状況に対する若干の調整を
認めることで容易に競合的タックス・ヘイプン国に迂回することが可能であ
る。第二に，タックス・ヘイプンでの事業を獲得しようという競争がタック
ス・ヘイプン国間で生じているが故に，各国の自国での活動に対する支配力
が低減する。例えば，オフショア銀行業務では，既に確立したオフショア金
融センターの間で緊張関係が存在し，その上，第三国もまたオフショア業務
に参入しようとしているのである。このような競合の程度が個々の国のタッ
クス・ヘイプンとしての性格を不安定なものとしていることは事実である。
第三に，タックス・ヘイプンを利用した取引の大半の魅力は，先進国のそれ
を容認する態度に依存している。先進国は，タックス・ヘイプンでの企業活
動を大幅に制限する権能を有し， その結果， そのような活動はかなりの程
度，先進国がこの権能を行使しない限りにおいてのみ継続し得るに過ぎない
のである。合衆国が，英国領ヴァージン諸島との間の租税条約を終結させ，
オランダ領アンティールとの間の租税条約を再検討するに至ったこと等は，
クックス・ヘイプン国がタックス・ヘイブンを利用した取引の原産地や仕向
49) Id. at 61. 
50) Id. at 62. 
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地の政策に大きく依存しているということを示しているのである。先進国に
おいて外国キャプテイブ保険会社や国際金融子会社の利用に対する制限が増
加しつつあるという点もこのことを示している。第四に，タックス・ヘイプ
ンを利用した取引は，世界経済や政治的条件を反映している。世界の一部で
の混乱や対立は，そのような紛争地域からタックス・ヘイブンを経由して安
定的な地域へ資金が流れるということに繋がるのである。
タックス・ヘイプンを利用した取引の不安定さは少なくとも二つの点でタ
ックス・ヘイプン自体にとっても悪影響を有している 51)。第一に，タックス
・ヘイブンとしての地位は，基本的に，外国投資家にとっては自国は非課税
市場や保守的な財政政策をとる非介入政府である，ということをタックス・
ヘイプン国政府自体がアナウンスしているということである。従って，自国
が重大な政治的，経済的又は社会的問題に対応するためにとり得る対応策の
幅はその点において制限されることになる。第二に，タックス・ヘイブン国
を利用した企業活動の不安定さは専らタックス・ヘイブン国の外国での事象
によってもたらされたものであるが故に，タックス・ヘイブンの経済成長等
とは無関係である。従って，タックス・ヘイブンとしての経済活動が自国経
済活動上重要な地位を占める国においては，経済成長や発展等は，自国国外
の状況の変動によって多分に右左されることとなるのである。国際的企業活
動と密接な関係を有する小規模経済にとってはこのようなことはいずれにせ
よ不可避的とはいえ，タックス・ヘイブンを利用した取引への依存とは，自
国経済の変動がより大きくなるというリスクを背負わなければならない，と
いうことを意味するのである。
タックス・ヘイプンとしての地位がほぽゼロの機会費用を負うに過ぎない
とした場合には，タックス・ヘイプンを利用した活動が変動するということ
はまさに必然の結果であろう。もっとも，タックス・ヘイブンとしての地位
の隠れた費用には，そもそもタックス・ヘイプンとしての地位を変更するか
否かという点も含まれるのである。
51) Id. 
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2 希少資源の流用 経済発展の程度の低いクックス・ヘイプンにとって
は，タックス・ヘイプンとしての地位を費用のうち重要な費用には，タック
ス・ヘイプンとして成功するために必要な社会的基盤を整備するために社会
経済計画から資源を流用しなければならない，ということも含まれる。それ
は，例えば．電気通信施設や空港，宿泊施設その他の関連施設の費用は，病
院・学校といった他の計画から希少資源の補填を受ける52)。
3 社会的圧カ タックス・ヘイプンを利用した活動に先行して，タック
ス・ヘイプの主要な地位において働く移民が流入することがある。若干のタ
ックス・ヘイプンにおいては，これらの移民が地域社会に適合せず，その相
対的に厚遇され，浪費ともとれる生活スタイルは，地域住民に不安を与えて
いる場合がある。
C 経済発展の触媒として機能するタックス・ヘイプンとしての地位
タックス・ヘイプンとしての地位が経済発展の触媒として機能し得るか否
かについての公表された情報は存在しない。しかし，現時点で利用可能な情
報を用いることによって，一定の有益な一般化をなし得る。クックス・ヘイ
プンを利用した活動だけでも，地域住民に対してかなりの便益をもたらす，
継続的で安定した経済活動を助長するとは考えられない。むしろ，そのよう
な活動は不安定で，地域住民の一部に便益を与えるに過ぎず，経済発展の基
礎となるに必要な実態を備えていないと思われる。
従って，タックス・ヘイプンとしての地位が経済発展を促進するのであれ
ば，それは経済のその他の部門との関係が原因であって，そのような関係が
強ければそれだけ，経済発展を促進することになろう。タックス・ヘイプン
を利用した活動の不安定さは，そのような関係の実質性とその存続に悪影響
を与えるのである。しかし，多くのタックス・ヘイプンにおいては，タック
ス・ヘイプンを利用する事業部門と旅行・銀光部門，建設部門，専門職部門
との間にそのような関係が存在することが通例である。もっとも，旅行・観
52) Id. at 63. 
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光部門を例にすれば，消費財やそのような業務の基本的役務が外国から輸入
される場合には，地域経済との関係や便益は最小のものに止まるであろう。
一方，当該タックス・ヘイブンの資源や人員を利用するよう努めれば，地域
の失業率は改善され，政府の歳入や外国為替も増加するということになろ
う。同様に，タックス・ヘイブンとしての地位と建設業界との結び付きの実
質性は，それに投下される地域の建設資材と人員の数量に依存している。建
設資材や人員の大部分が輸入される場合には，その影響は，地域経済にとっ
て実質性を欠くということになろう 53)0 
D 小括
同報告書の，タックス・ヘイプンとしての地位が有する費用・便益の分析
のための情報は，既存のタックス・ヘイプン国から得られたものである54)。
多くの場合，既存のタックス・ヘイブンに対しては当該地位はメリットをも
たらしていないということからすれば，今後タックス・ヘイブン化する国に
とっては，そのような便益は殆ど見込めないということがいえる。従って，
タックス・ヘイブン化の判断は慎重になされる必要があるのである。
第二に，既存のタックス・ヘイプンにとって当該地位が今後長期間にわた
り利用可能か否かという点について。タックス・ヘイブンとしての魅力は，
先進国がタックス・ヘイプンを利用した取引を認めるか否かに依存してお
り，近時，そのような取引が認められるという状況は急速に後退している。
合衆国においては，連邦議会も財務省も，タックス・ヘイプンを利用した取
引を原因とする課税ベースの侵食に多大な関心を抱いており，タックス・ヘ
イブンの利用を制限する立法・行政規則の他に，そのようなタックス・ヘイ
プンの魅力を減少させる方策を検討している。 1983年， ドミニカ等との間の
租税条約を終結させた合衆国は，「トリーティー・ショッピング」55)の防止を
53) Id. 63-64. 
54) Id. at 64. 
55) トリーティー・ショッピングの問題については，例えば，村井正編・国際租税法
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強調し，タックス・ヘイプンを利用した取引に関する情報収集に乗り出して
いるのである。また，先進国一般においても，タックス・ヘイプンを利用し
た取引を制限しつつあり，現在，カナダ， ドイツ，フランス， 日本及び英国
などが，合衆国のように，タックス・ヘイプンを利用した租税回避に対抗す
る立法を備えている。タックス・ヘイプンを利用した税負担の軽減は困難な
ものとなりつつあるのである。
タックス・ヘイプンとしての地位から獲得される便益がほぽ消失したとい
うことや先進国がタックス・ヘイプンを利用した取引に多大な関心を抱いて
いるということからすれば，タックス・ヘイプン化するか否かを検討する国
は，このような先進国からタックス・ヘイブンとしてでない経済発展を遂げ
るためのより高い譲歩を引き出すための梃子として，タックス・ヘイプンと
しての地位を利用することになろう。
（続）
の研究，前掲注4)149頁，川田剛•国際課税の基礎知識，前掲注 4) 235頁(1990),
矢内一好•国際課税と租税条約131頁 (1992), 大崎満•国際的租税回避ー一そfの対
抗策を中心として―-357頁(1990),村井正・川端康之「新米独租税条約の問題点」
税経通信46巻 1号28頁 (1991), 大杉海「トリーティー・ショッピングとその規制
（上・下）」国際税務9巻4号36頁，同5号32頁 (1989)参照。
